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「三田学会雑誌」92卷 2号 （1999年 7 月）

廃 棄 物 循 環 の 線 形 経 済 モ デ ル

中 村 愼 一 郎 *

1 . 序

鉱物性資源枯渴よりも火急な持続可能性に対する制約条件として，人間活動による過大な環境負 

荷を原因とする再生可能資源の希少化が指摘されている [14]。環境負荷の最たる原因は，産業及 

び消費活動に伴う環境への過度の廃棄物放出である。一般に，消費における家計の生産活動を含む 

あらゆる生産活動において，残滓，排ガス，排水等の廃棄物が発生する。これはいわゆるリサイク 

ル 過 程 （廃棄物の再資源化過程）にも当てはまるから，G eorgescu-R oegen [ 1 9 ]が指摘した如く， 

廃棄物の完全な再資源化は“実際上” 不可能である。すなわち， リサイクルは廃棄物を消滅させる 

玉手箱ではないし，廃棄物処理過程とはあくまでも廃棄物の形状変換過程である。

開 墾 • 都市化を始め，あらゆる土木工事は表土の除去• 移動を伴うので，多少の差こそ有れその 

部分に存在する生態系を直接破壊することになる。開発行為に伴う表土の除去.移動等をも含む総 

物質必要量 （Total M aterial R equirem ent略してTM R [ 1 3 ] ) も廃棄物の範疇に含めるならば，経済 

活動により生じる全ての環境負荷を廃棄物発生に帰す事が出来よう。

転じて，経済学において廃棄物はどのように扱われているのだろうか。現代の主流的新古典派経 

済学は専ら生産と消費に閨連する財の流れをその分析対象とし，それに付随して必然的に発生する 

廃棄物の流れを考慮して来なかったし，未だに重視していない様に見受けられる [17]。重要な例

* 本稿は [ 7 ] と [ 2 2 ]を元に加筆修正した物である。データ収集や現地見学でご協力いただいたF 市 

職員の方々， F 市を御紹介いただいた寄本勝美氏（早稲田大学)，有益な示唆を頂いた大平純彦氏（静 

岡県立大学)，鷲田豊明氏（神戸大学）に感謝する。本研究は，鹿島学術振興財団，日本経済研究奨励 

財団，早稲田大学特定課題研究費の助成を受けている。

( 1 ) あえて “実際上” としたのは「エネルギー制約が存在する現実において」，という意味である。少 

なくとも現在において，人類がエネルギー問題を“最終的に解決した”極限状態について議論する 

ことは意味のあることとは思えない。
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外 と し て [15] [19] [ 1 0 ]等があるが，それらは何れも “主流的” とは言い難い。従来の主流的経 

済学は物質の流れのうち専ら財に関わる前半（いわゆる動脈）部分のみを分析対象とし，財の生産 

に伴い発生する廃棄物や時間を通じる財の廃棄物化に関わる後半（いわゆる静脈）部分を無視又は 

軽視して来た。物質循環の記述としては不完全であったと言わざるを得ない。

本稿は，生 産 • 消費活動に伴う廃棄物の発生，再利用，処 理 • 処分から構成される “静脈部門”
と財生産を司る “動脈部門” との間の量的相互連関関係を把握し，経済学における物質循環を閉じ 

た体系とするための一つの試みである。産業連関表 • 産業連関モデルは生産•消費活動に伴う財の 

循環を記述するための優れた分析装置である。 しかし，生産•消費活動に伴って不可避的に発生す 

る廃棄物の流れを包括していないので物質循環の記述としては不完全である。

産業連関表への廃棄物の取り込みはL eontief [ 2 0 ]によって先鞭を付けられ，F aye Duchin 
[ 1 8 ] ,中 村 [ 2 1 ]等により拡張と一般化がなされてきた。 [21] は廃棄物が所与のストックとして 

与えられた場合について，再資源化 _処理を考慮した勘定体系と線形モデルを示した。本稿は更に 

廃棄物発生を考慮してこれを一般化する。産業連関表の概念を拡張した廃棄物循環勘定（以下， 

「リサイクル産業連関表」と呼ぶ）を提唱し，これから一次近似として線形モデルを導き，その応用 

可能性を検討する。 リサイクル産業連関表及びモデルについての経験的知見を得るために，自治体 

デ一タを用いた実証分析を行う。

本稿の内容は以下の通りである。先ず 2 節で，再資源化過程を含む線形モデルの基本的性質を， 

特に資源散逸条件についての鷲田豊明の先駆的研究との関連を中心に，単純な 4 部門モデルを用い 

て検討する。これを踏まえて， 3 節では実証分析に耐えうる一般的な多部門モデルを展開する。特 

に， 2 節の如き単純なモデル設定の場合と違って，一般には廃棄物と廃棄物処理が一対一対応して 

いない点が指摘され，モデルを解く上でのこれに対する対応策が示される。以上で展開されたモデ 

ルを自治体データに応用したのが4 節である。応用対象として，一般廃棄物再資源化への先駆的取 

り組みで知られる北海道のF 市を選んだ。 F 市についてリサイクル産業連関表を推定し，同市の廃 

棄物処理事業の有効性を埋立処分量とエネルギー需要の面から分析評価した。 5 節は今後の研究方 

佝を示して結語とする。

2 . 線形生産モデルと資源散逸条件

廃棄物循環を考える場合に無視出来ない条件が，G eorgescu-R oegen [19] の指摘した資源散逸 

条件である。“いかなる物質も完全な循環再利用は不可能である” という資源散逸条件は，彼の提 

唱したいわゆる “熱力学の第 4 法則” から導かれる。 もっとも， “第 4 法則”は誤謬を含み少なく 

とも地球単位では成立しないから，資源散逸条件を物理法則と見なすことは出来ない [16]。 しか 

し，この事は現実にきわめて多くの資源が散逸している事実の重要性をいささかも減じるものでは
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ない。

鷲田豊明 [ 1 2 ]は廃棄物循環再利用のモデルにおける資源散逸条件の重要性を指摘し，線形生産 

モデルについてその含意を導いた先駆的研究である。そこで以下では，単純な 4 部門モデルを用い 

て鷲田の資源散逸条件が持つ含意を検討する。以下の本節では，鷲田の設定を単純化して消費財と 

工業財部門を区別しない事にする。

2 . 1 廃棄物発生

産 業 （o)，天然資源採取（A 0，再資源化レ )，及び廃棄処理 ( w ) の 4 部門からなる単純な経済 

モ デ ル を 考える。産業部門 • 最終需要の活動により廃棄物が発生する。廃棄物の一部は再資源化部 

門で再資源化されて産業 • 最終需要部門で需要されるが，残りの部分は廃棄処理部門で廃棄物とし 

て （最終的には埋め立て等により）処 理 • 処分される。

あくまでも相互排他的な分類ではないと断った上で，廃棄物発生因として次の3 要素が挙げられ 

上ぅ：

1 . 結 合生産（家計の生産活動を含む）

2 . 非耐久財投入

3 . 耐久財の減耗•廃棄

所与の生産技術や消費財組成の下では， 1 を起源とする廃棄物発生量は生産•消費活動に比例する 

と考えられる。石炭火力発電における燃えがら，製鉄における鉱滓，食料消費と屎尿などが典型的 

な例である。 2 を起源とする廃棄物についても，所与の生産技術や消費形態の下では，当該非耐久 

財の投入水準が生産 • 消費活動に比例する限りにおいて，その発生量はやはり生産.消費水準に比 

例すると考えられよう。熱間圧延における廃酸，家計からの容器包装廃棄物が具体例である。 1 と 

2 は共に経常的にフ ロ ー と して発生する。

これに対して， 3 を起源とする廃棄物の発生量はストックとフロ一の両方に依存しており，その 

決定機構は複雑である。特に，「新しい製品設計ノヾラダイム」 として近年注目されている逆工場 

(Inverse M anufacturing : I M )の進展は，この発生機構を大きく変えていく可能性を持っている [1]。 
しかし，少なくとも定常的な状態においては，耐久財の減耗を耐久財存在量の一定割合とみなす事 

が出来よう。この場合，耐久財起源の廃棄物はストックである耐久財存在量に依存して発生する。 

以下では，家計を含む部門別廃棄物排出量を，その部門の活動水準と耐久財存在量の線形関数で近 

似する事にする。

いまれ，办を産業部門と再資源化部門の生産量，/ を産業部門の生産物に対する最終需要， 

a w rを 1 単位の再資源化財生産に必要な廃棄物投入量とする {awrは r における廃棄物発生原単位を 

差し引いた純投入係数である）。ノ_部門の活動水準をめ，耐久財存在量を■とすると廃棄物発生量
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Wjは

W j  =  g j  X j  +  g j * K j ,  (1)

ここで互*，发* * は，それぞれ活動水準1 単位，耐久財存在量 1 単位当たりに発生する廃棄物の量 

を表すハ。ラメーターである。/ G については，各部門の活動量がこの水準に比例すると仮定し，更に 

比例係数が 1 に等しくなるように計測の単位を決めることにする。以上の設定の下で，全部門の廃 

棄物発生量から再資源化される分を引いて求められる廃棄物処理量“ は，次のように与えられる。

X w  =  U^j 一  CLwtOCt ~  § 0X 0 S fT  —  dw r X r -  (ご)

こ こ で 約 ：= ボ + ぎr ，玢 _ _ = w + ぎr である。

2 . 2 鷲田モデル

廃棄物循環再利用の分析においては，再生資源と処女天然資源との間の代替可能性の程度が重要 

な役割を演じる。鷲田は，仮に両者が完全に代替的であったとしても，生産•消費過程で資源散逸 

が生じるために，定常経済の維持においてでさえ天然資源の投入が不断に必要となる条件を導いた。 

ちなみに，こ の （唯一の）天然資源が枯渴的である場合には，「定常経済すら持続可能でない」 と 

する G e o rg e sc u -R o eg enの命題が導かれるのである。

鷲田に倣って， この節では先ず廃棄物から得られる再生資源（ル）と処女天然資源（ル）が完全 

に代替的な場合を考察する。廃棄物を潜在的な資源として見るならば，それから得られる再生資源 

で廃棄物の量を計測するのが適当であろう。実際，これが鷲田の用いた方法である。これに対して， 

今日社会的問題となっている廃棄物処理の観点からするならば，再生資源の量ではなくて再生不可 

能な部分をも加えたその総量で廃棄物を計測する方が適切かもしれない。以下では，先ず鷲田の方 

法を踏襲してモデルを展開し，その後で総量で計測した場合を考察する。

産業，天 然 . 再生資源，廃棄物の需要と供給を以下の不等式体系で表す。不等式の右辺が需要を， 

左辺が供給を表す。

OCo —  (2ooOCo +  Q^orOCr +  f ， ( ^ )

X n  +  X r ^ d r o X o ,  ⑷

goJCo +  g f / ^ a w r X r .  (5)
ここで a00, aor, a Wr, aTO, g o ,  g / は正のパフメ 一 タ一で， d o r は再資源化財 1 単位生産に必要な産業 

財の量を， flr。は産業財 1 単位生産に必要な再資源化財の量を，それぞれ表している。

以下，/ = 1 と基準化する。Xw之0 として（3 ) と（4 )から办，心の非負条件を求めると

1— (Zoo _  CLotCLto〉 0 . (6)

この条件は， [ 1 2 ] の（7 )式に対応し，再資源化部門が稼動する場合の純生産条件を与える。同じよ 

うに， （4 )， （5 )から x 。， の非負条件を求めると
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dwrttro〉g o〉0_ (7)
この条件は [ 1 2 ] の（8 )式に対応し，産業部門と再資源化部門の間の資源循環過程を通して資源の 

完全な循環再利用が行われていない事を意味する。 （6 )と（7 )を次の条件に集約する事が出来る。

V 丄 _ ttoo) d w T〉CLorCLToCiwr'^ § o d o r  - (8)
(3)， （4 )， （5 )において等号が成り立つ場合（こ れ は — m inに対応）について，解が存在する 

としてこれを求めると

CIw t +  d o r S f

X n z

、丄— d o(^) (Zw r —  CLot§ o

v  = ( l  —  a o o ) g /  +  g o

( l  一 Q -o o )d w r 一 d o r § o

d r o t t w r  —  § o  一 — (2oo —  C L o r d r o ) § f

(9)

(10)

(11)
、丄—Cloo) dwr 一 dorSo

⑶からエ。，X r は正値をとる。一方，XN の正値条件（資源散逸条件）は ⑶ と （11)から

awraTo — go — {X — a 00 — aoraro)gf>Q.  (12)
この条件は， [ 1 2 ] の（10)式に対応する。こ れは「1 単位の工業製品の生産に間接的に必要な廃棄 

物量が，その生産によって生み出される廃棄物量よりも大きくなければならない事をあらわしてい 

るのである。すなわち，いいかえれば工業部門と再資源化部門の間の資源の循環過程を通して資源 

の完全な再資源化が行われていない事を意味している」（[12] p_13)。廃棄物を再資源化して得ら 

れる資源量が生産量維持のための必要資源量より少ないから，天然資源の投入が不可欠となるので 

ある。

(12)の下では，再資源化を徹底する事で（再資源化可能な）廃棄物の量をゼロにする事が出来る。 

ちなみに，ぬ — m in の場合について（9 )と（10)から再資源化可能な廃棄物量を求めると

Xw =  goX0 + g / ^  a WTX r

— dwr\ 一§/  ~l~ doo§f — §o) \̂dwr dorSf)So
dwr、CLoo —l)H- CLor§o (13)

一  _  < 2w r(.doo — l ) ( I ot§ o — ハ 

a Wr(doo ~  1)+ aorg'o

しかし，これはあくまでも再資源化可能な廃棄物について言える事で，それ以外の分も含めた廃棄 

物がゼロとなる事を意味する物ではない。廃棄物の中には， さまざまな理由により再資源化されな

( 2 ) 鷲田論文では「大きく」が誤って「小さく」となっているが，鷲田氏に確認の上，訂正した表現 

を引用文とした。
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い物がある。特に，分子組成の劣化，分別再生技術上の問題から，技術的に再資源化不可能な部分 

が存在する（この点に関しての具体的な例については[14] p. 250を参照せよ）。再資源化されない廃棄 

物は必然的に（仮にそれが単に環境に放出されると言う形を取るにせよ）廃棄処理されるから，資源散 

逸とは廃棄処理される廃棄物量が正値をとる事と同義でもある。

2 . 3 鷲田モデルと廃棄物処理

上の議論においては，廃棄物量をそれが含むところの再資源化可能な資源量で計側した。 しかし 

一般に廃棄物処理において問題となるのは，その資源含有量よりは排出総量である事の方が多いと 

思われる。そこで，以下では廃棄物をその含有資源によってではなくて総量で計測する事にする。 

上の議論との関連を明確にするために，ある種類の廃棄物について0 をそれが廃棄物化したとき 

に技術的に可能な再資源化率の上限を表すパラメーターとする。“完全な循環再利用は不可能であ 

る” と す る な ら ば [ 0 ,1 )である。この時（5 )は，次式で置き換えられる。

goXo  +  g / f  >  6 {g o X o  +  g / f )  > a WTX r.  (14
前節と同様に解を求めると（/ = 1 を想起せよ）

CLwr " I-  ttor§f6
Xo-

X r z

( l  _  C I o o ) C L w t  _  Ogodor

( ( 1 ~  aoo)g/ + g o ) 6

X n -

Xo, X r > 0 の条件 (8)は 

資源散逸条件 (12)は

(1— (loo )C L w r 一  Q § o d o r

_  CLtqCLwt 一  \ S o  ~ i  、丄 _  CLoo _  CloTClro,S:t / B  

_  d o o ) d w r  _  O g o d o r

(l 一  C loo )C Iw t > t to r O -T o ttw r〉 0 § o t t o r ,

CLwtCLto — (5"o +  (1 一 CLoo — ttordro) S f ^ )沒〉0，
になる。 また，廃 棄 物 処 理 量 を 求 め る と — m i n の場合にもこれは正値をとる。

OCw —  § o X  o +  § f —  O-wtX  r

{ 1 — a 0o ) g f Jr g o ~  (9((1— a 0 0 ) g f Jr g o )
: CLwr~

( l — CLoo) CLwr —  O g o d o r

./i  \ ( 1 (^oo) S f  So 、:(,1 一 ( j ) t tw r ~ T \ \ 2) パ .0.V1— Cloo )CLwr —  u § o d o r

15

16

17

18

19

(20)

再資源化率の技術的上限を表すパラメーター0 を導入する事により，完全な循環再利用が不可能 

であるとき，すなわち（19)が成立して資源散逸が生じているとき廃棄処理量も正値をとる事 

( ( 2 0 ) )が示された。
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2 . 4 完全補完モデルにおける資源散逸

前節では，天然資源と再生資源が完全に代替的な場合を考察した。以下では，一方の極値である 

ところの完全補完の場合を考察する。具体的な例としては，製紙やアルミ製品で見られるように再 

生財混合率に上限がある場合を考えればよいだろう。

上の議論を引き継ぎ，廃棄物は再資源化不可能な部分も含んだ総量で計測する。 （3)， （4 )， (5) 
に対応する線形モデルは，等号が成立する場合に以下で与えられる。

Xo  =  a 0oXo + dorX r  +  dowXw  +  1, (21)
Xr =  a roXo, (22)
x N^ a NoXo, (23)

Xw = goXo + g f  — dwrXr. _ (24)
このモデルはねに関わる式を独立して扱っている他は（3 )， （4 )， （5 )の特殊例とみなせるので， 

正値条件 (6)， （7 )が当てはまる。心， を消去してx 0， について解くと

1 +  dowgf
1— d o o 一  d o rC lro +  dow ^C L w rdT O 一  § o )  

_  d o o —  C L t o C I o t ) S f  § o _  C Lw rdro

(25)

(26)1 —doo 一  C L o y C I t o  +  Clow^ClwrClro — §o)

(25)で分子は正だから_ro> 0 の条件は

1 —doo — CLordro +  dow^CLwrdro _  S o ) 〉0. (27)
(6) (7 )からこの条件は常に成立する。これは廃棄物処理と再資源化を考慮に入れた場合の産業部門 

における純生産条件であり，2_2節において得た正値条件(8 )に対応する物である。後者を書き換え 

ると

1 — a 0o — a TOa 0T — g o~ >0.  (28)

ここでa orlaw r \ t 1 単位の廃棄物を再資源化するために必要な産業生産物の量を表す。2 .2節のモ 

デルにおいて廃棄物は全て再資源化可能だから，x N — m in のとき再資源化は唯一の廃棄物処理方 

法でもある。この意味においてa orlaw rは 1 単位の廃棄物を処理するために必要な産業生産物の量， 

すなわち（27 )における a owに対応するものとみなす事が出来る。

この類似点に対して（2 7 )と ⑶ の 相 違 点 は の 項 に あ り ，これは前者の設定における廃 

棄物処理部門の存在による。この項は，廃棄物を処理する代わりに再資源化することによって，廃 

棄処理部門において節約される産業生産物の投入量を表している。

モデルの設定からエ。> 0 4 办 > 0 なので，ルについての資源散逸条件の検討は意味がない。検 

討すべき資源散逸条件はル> 0 に関わる物である。この条件について(26)か ら ：
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(1 — d o o  —  C L o r d r o ) S f  一  ^ d w r d r o  — § o )〉0. (29)
(7 )から， 2 番 目 の （ ）内の項は正値をとる。従って，次の条件が成立しなくてはならない

一 d o o  _  Q - o r U r o ) S f 〉 C Lw rdro  _  § o 〉0. (30)
これは， （1 2 )と符号条件が逆であり， 1 単位の工業製品の生産に間接的に必要な廃棄物量が， 1 単 

位の工業製品の生産によって生み出される廃棄物量よりも小さくなければならない事を表す。すな 

わち，再資源化を行なっても廃棄物は純で発生し，従って廃棄処理部門が稼動しなくてはならない 

のである。

3 . 多部門モデルへの拡張

3 . 1 設定

天然資源採掘 . 採取を含む i V > l種類の財 • サービス生産部門から成る産業部門（0)，L > 1 種類 

の再資源化財生産部門0 ) ，解 体 • 破碎 • 選別 • 焼却•埋め立て等から成る瓦  > 1 種類の廃棄物処理 

部 門 ⑵ と 最 終 需 要 （家計）部門（/ ) から成る経済を考える。o, r  メ，/ の活動によりA f > l種類の 

廃棄物（如）が発生する。ここで廃棄物とは，再資源化，再利用，中間処理•最終処分の対象とな 

り，そのままの形態では環境に放出されない物を指す。 これに対して，直接環境に放出される物を 

環境負荷因子（e ) と呼ぶ。

図 1 は以上の設定を図式化した物である。図中，破線で囲まれた部分が経済活動（anthropo- 
centric s y s te m )を表し，その外部が自然環境（natura丨s y s te m )である。環境に放出される排ガス - 
廃 液 • 排 水 •処理残滓などが環境負荷因子の例である。廃棄物•環境負荷因子の量を発生量で計測 

する。

図 1 : 財 ，廃棄物•環境負荷因子の流れ

raw materials effluents

industry household

A

goods L waste

recycling waste treatment

v  The a n t h r o p o c e n t r i c  system  

L 、 ノLuents effluents

The natural system

93 ( 333)



3 . 2 リサイクル産業連関表

廃棄物が 1 種類の場合には，廃棄物とその処理部門は1 対 1 対応している。 しかし，廃棄物が複 

数存在する場合には，廃棄物 w；とその処理部門2 を区別する必要がある。表 1 は廃棄物が1 種類 

の場合に準じて，廃棄物発生を行に廃棄物処理を列に各計上し，更に環境負荷因子発生行を加えて 

得た財 • サービス，廃棄物と環境負荷因子の連関表（リサイクル産業連関表）である。 U i A f x  
N の行列で，その i，j 要素は j 産業で純排出される纟廃棄物の量を表す（同一事業所内での循環再利 

用を差し引いているので純排出となっている）。似 X L の行列 U こついても，その各要素の意味は 

“産業” を “再資源化部門” で置き換えれば同様である。

A fx /iC の行列 U i , 廃棄物処理部門における廃棄物の流れを表すものである。処理部門は 

「中間処理」 と 「最終処分」に大別される。前者は，廃棄物を減量化する目的で，焼却したり，ま 

た再利用のために解体•破砕 •選別などの処理を施す過程を指す。「最終処分」 とは，埋め立て，海 

洋投棄などにより，廃棄物を生活環境（経済活動）の外に排出する行為を指し，「処理」操作と区 

別して使われる（廃棄物処理の方法は[ 3 ] に詳しい）。我々の勘定体型は，廃棄物処理は廃棄物の形 

状 • 組成変換過程に他ならないという事実を率直に反映したものである。

具体例として，家計が排出した可燃ゴミが清掃工場で焼却（中間処理）され，その残滓が「安定 

型」処分施設で埋めたて処分（最終処分）される場合を考える。まず， 自治体などによって収集さ 

れる家計の可燃ゴミはに計上される。焼却部門はこれを焼却残滓に変換し，それが I パこ計 

上される。 もし，埋め立て処分場が管理型で排水などの処理を要する廃棄物を発生するならば，そ 

れは灰奴に計上される。焼 却 . 埋立によって発生し，そのまま大気中に放出される二酸化炭素 

(C 02), メタ ン （C H J , 亜酸化窒素（N 0 2) 等 は I に計上される。又，家計による廃棄物の不法 

投棄は我々の定義によれば環境負荷因子なので， W e fに計上される。

焼却部門の活動量は焼却したゴミの量，埋めたて部門の活動量は埋めたてた焼却残滓の量である。 

中間処理部門は廃棄物の形状を変化させるが，処理後の廃棄物はその産出としてではなく中間処理 

部門の廃棄物として計上する。これに対して，廃棄物処理部門が処理した廃棄物の量をその活動量 

(生産量）として計上する。いわゆる環境勘定の一つとして見るならば， リサイクル産業連関表は 

廃棄物 • 環境負荷因子を物量表不している点でN A M EA  (National Account M atrix including Envi­
ronmental Accounts) [ 2 5 ]の一種として位置づけることが出来る。この点の詳細については付録A 
を参照されたい。 '
表 1 は廃棄物処理の行を持たないから行部門と列部門が非対称であり，このままでは廃棄物発生 

と処理を内生化したモデルとして解くことが出来ない。廃棄物を関連する廃棄物処理に対応させて， 

行要素を廃棄物から廃棄物処理に変換する必要がある。そこで，廃棄物を廃棄物処理過程に対応さ 

せる尺 X A fの配分行列 5 : = [知] を考える。ある廃棄物について再資源化が行われないときに，
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表 1 : 財•サービスと廃棄物の産業連関

産 業 資 源 再 生 廃 棄 物 処 理 最終需要 行和

産業（0)
再生資源（r)  
廃棄物発生(w)

X o

Ww

Xor

W ^ r - X u

X o ,

X rf
WWJ

本源的投入[V、 
環境負荷因子（e)

X v
Wer We

当該廃棄物は如何に処理されるか，その配分を考えるわけである。ここでおは，廃棄物の再資源 

化が行われないときに，ノ_廃棄物がZ•処理過程で処理される割合を表す。例えば，廃棄物処理が焼 

却 u = l ) と 埋立 U =  2 ) の 2 過 程 の み [ K = 2 ) の時，ノ’廃棄物が可燃ならばSu =  l ，s2j. =  0，不燃 

ならばSij =  0，S2j —1 となる。定義から2 f= i So.= 1，7 M である。

S 行列は各廃棄物の廃棄物処理部門への配分を表すから，S N A との関連ではuse m a t r i x に対 

応する。ある時点において，ある廃棄物に適用される処理 . 処分方法は，そのかなりの部分がその 

時点における技術や制度によって規定されていると考えられる。以下，廃棄物処理部門の能力が制 

約条件とならないとして，5 の各要素は廃棄物処理量から独立なパラメーターと仮定する。

以上の設定の下で，表 1 の廃棄物発生行の各要素の左側からS を乗じ，これを廃棄物処理必要 

量に変換する事ができる。この変換を施したのが表2 である。資源再生部門は廃棄物を投入するの 

ではなく，廃棄物処理部門の負荷を減らす事に注意せよ。ここで； =  は尺 X I の廃棄物処 

理量べクトルである。

表 2 :財 •サービスと廃棄物の産業連関：廃棄物発生と処理

産業 資源再生 廃棄物処理 最終需要 行和

産業（0)
再生資源（r )  
廃棄物処理（ぇ）

X 0O
Xro

5 队 0

X or
X rr

S ( W wr- X wr)

xoz
X TZ

S W wz

xof
X rf

S W w/

X o
X r
xz

本源的投入( V ) xvo xVT xvz xv

環境負荷因子（e) Weo Wer Wef We

3 . 3 線形モデル

表 2 で o, r ，z からなる内生部門の各要素を対応する活動量（生産量または処理量）で除して，表 

3 の投入 . 排出係数表を得る。ここでG*wi, {o, r , z ,  / } は，2 _1節における廃棄物発生係数沿を 

多部門の場合に一般化したものであり，Gei, {o, r,  z, / } は環境負荷因子発生係数行列である。

今， Gi •• =  SGZi,  {o, r,  z,  /} , Awr '■ =  S / l  t r  とおく。また， となるように G/ 
を定義する。廃棄物が 1 種類の場合と異なり， G ,.の各要素は列部門の1 単位の活動に伴う廃棄物
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表 3 :廃棄物発生と処理を含んだ投入係数表

産業 資源再生 廃棄物処理

産業（0) Aoo Apr Aoz

再生資源（r) Aro Arr Arz

廃棄物処理（2) S G L S ( G t r - A Z r ) S G し

環境負荷因子（e) Geo Ger Gez

発生量ではなくて，その処理に必要な廃棄物処理部門の活動量を表すのである。また，X of h X Tf 
の比率を係数行列H で表して，X rf= H X o f とする。すると，表 2 が表す恒等条件を次のように表 

す事が出来る。

Xo

\G f X o .
(31)

これを解いて

/ X o ' 丨I  一 A oo  
~ A .ro

~  A.oi
I ~ A r

— Go ~ ( G r  ~  A .wr) I  — G
(32)

のある要素 ^ ^ ひを考えると，これはノ_廃棄物処理部門の活動に対する1 単位の最終需要を満 

たすために，直接間接に必要な廃棄物処理部門の活動量を表す。B zt， [o, r , z ) の各要素は， 

所与の技術，制度，嗜好のもとで，最終需要X 0/を実現させるために必要な廃棄物処理必要量を 

表すものである。

通常の産業連関モデルに倣って，我々は上で用いた投入 • 排出係数を観察点の近傍での投入.排 

出関係の一次近似と見なすことにする。その結果，我々は（32 )を単なる恒等関係としてではなく，最 

終需要と廃棄物処理 • 再資源化を含む生産活動との間の関数関係として捉える事が出来るのである。

前節では単純な4 部門モデルについて資源散逸条件(3 0 )を導いたが， （31)で与えられる一般的な 

場合について，これを係数についての単純な制約条件として導くことは出来そうもない。ちなみに， 

投入係数行列は負の要素を含むから，我々は非負行列についての二階堂副包の定理 [8] を援用す 

ることが出来ない。技術や制度の変更によって，ある処理部門の活動をゼロにすること（例えば海 

洋投棄の禁止）は可能であろうが，完全な再資源化が不可能である限り，廃棄物純発生量は必ず正
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値をとるであろう。この場合，資源散逸条件は，非負の最終需要ベクトルに対して凡X I ベクトル 

兄のうち少なくとも一つの要素が正値をとる， と言う緩い条件に置き換えられる。

前節で考察した単純なモデルと更に異なるのが，環境負荷因子の存在である。環境負荷因子を考 

慮するならば，資源散逸条件は “ 队の要素のうち正値を持つものが少なくとも一つある”と言う 

条件にまで緩めることが可能であって，こ の 場 合 に の 要 素 は 全 て ゼロであっても構わない。 

これは，例えば全ての廃棄物が何ら処理されることなく環境に放出される場合に該当する。

リサイクル産業連関表を現実のデータを用いて実証化していく場合に，資源散逸条件は如何なる 

意味を持つのであろうか？ この条件は，物質について閉じた体型から導かれている。従って，考 

察対象が国を含む特定の地域に限定され，他地域との間で財や廃棄物の移出入がある場合には，そ 

の地域について資源散逸条件は必ずしも成立するとは限らないのである。

4 . 自治体への応用

前節までの理論的展開を踏まえて，その経験的知見を得るために実証分析を行う。我が国では， 

一般廃棄物はg 区内処理を原則として市町村がその自区内の廃棄物を責任を持って処理•処分する 

ことに廃棄物処理法で規定されている。従って，一般廃棄物処理に関する収集方法や再資源化の仔 

細が，隣接する自治体の間で大きく異なる事も珍しくない。この事情から，一般廃棄物についての 

リサイクル産業連関表の作製においても，その対象として全国ではなくて個別自治体を考慮するの 

が望ましいと思われる。本稿では，北海道のF 市を対象として選択した。 F 市は，農業とサービス 

業 （観光）を主たる産業とする人口約3 万人の小都市であるが， 自治体収集一般廃棄物の実に5 割 

強を再資源化している点で全国でも屈指の先進的自治体である（1995年の全国平均は8 パーセントで 

あった）。

4 . 1 F 市のリサイクル産業連関表

F 市廃棄物再資源化政策の際だった特徴として，廃プラスチック（農廃ビニールを除く）や紙く 

ず を “固形燃料ごみ” として生ごみと分別して収集し，前者からは固形燃料（RDF)，後者からは 

有機肥料を生産している（R D Fについては，例えば [ 6 ] を見よ）点が挙げられる。再資源化製品の 

需要先確保における困難は， よく指摘される点である。 しかし，同市の場合には，R D F は市内の 

学校その他の公共施設で燃料として使用され，有機肥料も農協などを通じて地域の農地に還元され 

るているので，この種の問題は少なくとも1997-98年の調査時点では存在していなかった。

表 4 は，排出者として産業部門と家計部門の2 部門を考慮して， F 市の廃棄物フ ロ ー を 表 1 の形 

で表現した物である（廃棄物関連以外のマスは空白表示)。 自治体収集分に限られることから，民間 

業者による主に建築系廃棄物から成る産業廃棄物処理は含まれていない。 F 市では，粗大ごみ，金
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表4 ：リサイクル産業連関表形式によるF 市廃棄物循環（数値はトン）

産業 廃棄物処理部門 再資源化部門 最終需要 行和

焼 却 埋 立 有 機 肥 料 RDF 家計

産業 

再生資源 有機肥料

RDF
2176

989
2176
989

付加価値

生産額

廃棄物

生ごみ

農廃フイルム 

固形燃料ごみ 

可燃ごみ 

医療系廃棄物 

焼却残滓

1148
757
272
592

39
457

— 3269

-1490 
4 6 1 1 6 7

2121

1218
1888

0
757

0
3108

39
457

列和 2808 457 0 -2808 一 1323 5227 4361

属，ガラス，乾電池を加えた9 種類の廃棄物が分別回収され，焼却•埋立に委託処理を加えた 3 種 

類の廃棄物処理 .•処分が行われている。 しかし，金 属 •ガラス類の再資源化および粗大ごみの大半 

と乾電池の委託処理は市外の業者によって行われているので，以下の分析ではこれらを除いて焼却 

灰を加えた6 種類の廃棄物と焼却 • 埋立から成る2 種類の廃棄物処理 . 処分方法に限定する。焼却 

は，発電機能を持たない固定バッチ式炉による単純焼却である。

有機肥料 • R D F を生産する再資源化部門においても，生産の過程で廃棄物が発生する。これは， 

再資源化の対象とならない収集用ビニール袋等の不純物である。表 4 では，この不純物の内，可燃 

性の物のみを計上してある。廃棄物についての最終需要列の右側の“行和” は，発生量から再資源 

化量を引いた純発生量を表している。

1990年地域産業連関表（北海道46部門表)， F 市統計表，就業者統計調査等を元に， F 市のリサイ 

クル産業連関表を試算推定した。既存の46内生部門に2 つの再資源化部門（堆肥とR D F生産部門） 

および 2 つの廃棄物処理部門（焼却と埋立）を加えて5 0内生部門とした。R D F は公共部門で消費さ 

れているので，公務をR D F 消費部門とした。推定の詳細や部門分類については付録B を参照され

たい。

4 . 2 再資源化事業のシナリオ分析

推定されたリサイクル産業連関モデルを用いてF 市廃棄物処理事業の “有効性”を複数の角度か 

ら評価する。全国にも例を見ない同市の廃棄物処理事業の発端は，埋立処分場の立地難から埋立処 

分量の最小化を目指したことにある（[11] p. 2)。有機肥料は農地に還元されるから，生ごみから
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の有機肥料生産がこの目的のために有効であることは明白である。

しかし，燃料としての消費を目的に生産されるR D F の場合，消費に伴って発生する焼却灰は結 

局埋め立てられるので，その生産は（燃焼効率の向上による残滓発生率減少効果を除いて）埋立量を 

削減しない。R D F は石炭の代替物として石炭ボイラで使用される。 F 市型 R D F の低位発熱量は 

4 9 0 0 k c a l/k gであるから（[ 2 ] 表 5 )，石炭の低位発熱量を6 2 0 0 k c a l/k gとして，R D F 1 t で石炭 

4900/6200 ニ 0 .79 t を代替出来ることになる。一方，R D F 生産には破袋機 . 分別装置 • コンべヤ•破 

砕 機 • 成型機 • ボイラなどが使われ，その運転には電力や灯油などのエネルギー投入が必要である。

従って R D F の有効性は，製品としてのR D F が持つエネルギーがその生産に要したエネルギーを
( 3 )

上回るか，すなわちエネルギー的に有効であるか否かに掛かっている。

廃棄物政策の有効性を評価するために，同政策についての複数のシナリオの下で(32)から求めた 

解を比較した。 F 市廃棄物政策の際だった特徴は可燃ごみの再資源化にあるので，分析対象を可燃 

ごみに限定した。表 5 は F 市における可燃性一般廃棄物の3 分別での排出割合を表す。前出の如く， 

「生ごみ」 と 「R D F ごみ」 として排出されたものは再資源化の対象となる。

表 5 : F 市収集可燃ごみの排出割合

年度 生ごみ R D Fごみ 焼却ごみ

1991 0.538 0.156 0.304
1992 0.450 0.173 0.376
1993 0.471 0.193 0.335
1994 0.463 0.200 0.335
1995 0.451 0.205 0.342
1996 0.451 0.201 0.346

1996年の排出割合をコントロールとし，排出割合について以下の三シナリオを想定した： 

シナリオ1 :再 資 源 化 無 し 全ての可燃ごみは焼却される

シナリオ2 : R D F の み R D F の割合はコントロールと同じだが，それ以外は全て焼却される 

シナリオ3 :有 機 肥 料 の み 有機肥料の割合はコントロールと同じだが，それ以外は全て焼却される

R D F と有機肥料は，公務部門（庁舎 • 市立学校• 市営保養所）と農業部門でそれぞれ全量消費され 

る。従って，公務部門のR D F投入係数と農業部門の有機肥料投入係数を変更することで各シナリ 

オをモデルに反映した。例えば，両方の投入係数の値をゼロとおいて [ シナリオ1 ] を得るのであ 

る。R D F と石炭の代替を考慮するために石炭代替量を熱量換算して求め，その価額で鉱業部門か

( 3 ) 有機肥料が化成肥料の一部を代替するならば，後者の生産に必要なエネルギー投入を減らすこと 

になる。この代替の程度が不明であったので，本稿ではこの効果は考慮していない。
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らの投入係数を調整した。簡単化のために，考察する 3 種類の可燃ご み （R D Fごみ，生ごみ，その 

他可燃ごみ）の灰分や低位発熱量は全て等しいと仮定した。

これはかなり強い仮定である。現実には排出割合の大幅な変更は，焼却•埋立施設の操業に影響 

を及ぼして，その投入係数を変化させる可能性がある。例えば， 自治体の中には廃プラスチックを 

焼却する代わりに埋め立てている所があるが，これを発電設備つき焼却工場で処理すれば，ごみの 

低位発熱量が上昇して蒸気発生量が増え電気エネルギーをより多く得ることが出来る。一方，埋立 

処分場においては投入されるプラスチックが減少してかさ密度（t /m 3) が上昇し，埋立容積が減少 

して，覆土量をはじめエネルギ一や薬品使用量等が減少するのである。

これは，実は固定係数モデルの仮定に抵触することなのであるが， “観察値の近傍”から大きく 

逸脱した場合を想定しているので当然のことではある。 しかしながら，廃棄物処理部門が「雑多な 

起源を持つ多様な廃棄物を受け容れて，これが決められた規制値を満たす様に変換する」 と言う， 

通常の財生産部門には見られない ‘‘受動的” な特徴を持つことも確かである。この意味で，特に廃 

棄物処理部門に関しては，固定係数の仮定は慎重に用いられるべきであろう。 F 市の焼却施設.埋 

立処分場について，処理廃棄物組成が大きく変化した場合に生じる投入係数の変化の程度は不明で 

あったので，本稿の分析ではこの点は考慮しなかった。

シナリオ分析におけるエネルギー関連部門（鉱業，石油 • 石炭製品，電力）の取り扱いを説明して 

おく。 F 市は石炭，石 油 • 石炭製品及び電力を全て域外から調達しているので，エネルギー需要が 

変化しても同市への直接的な波及効果は生じない。従って，厳密な意味で分析対象を市内の活動に 

限ってしまうと，エネルギーに関わるシナリオ分析は意味を持たなくなってしまう。そこで以下の 

分析では，あたかもこれらのエネルギー関連部門がF 市内で操業しているとみなし，その市内自給 

率を100% とした。一方，エネルギー関連部門は本来F 市で操業していないから，その操業に付随 

して発生するであろう産業廃棄物も存在せず，当然の事ながら関連処理事業も存在しない。そこで 

以下では，エネルギ一関連部門からの廃棄物発生は考慮しない事にした。

表 6 は以上の設定の下で得られたシナリオ分析の結果を表す。数値はコントロ ー ル に 対する変化 

率である。再資源化を全く行わず[シナリオ1 ] “全量単純焼却—焼却灰埋立” とすると，単純焼却 

量は132%増加し埋立処分量も26%増加する。生 ゴ ミを単純焼却しR D F のみ生産する[シナリオ 

2 ] 場合，単純焼却量は89%増加し埋立は28%増加する。これに対してR D F ごみを単純焼却し有

機肥料のみ生産する [シナリオ3 ] 場合には，焼却量が43%増加するのに対して，埋立量は微減す
( 5 )

る。すなわち，再資源化を一切行わないと焼却量は約2 .3倍に増えるが，その約 7 割は生ごみの再

( 4 ) 天然資源採取部門も類似した特徴を持つと考えられる。

( 5 )  R D F を生産しない方が埋立が微減するのは，R D F生産による他部門への生産誘発を通じる埋立 

誘発が微減するためと考えられるが，僅かな値なので無視する。
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表 6 ：再資源化シナリオ分析の結果

シナリオ [1] [2] [3]
再資源化なし R D Fのみ 堆肥のみ

項目 対コ ン トロ ー ル変化率 a
単純焼却 1.32037 0.89426 0.42611
埋 立 0.26333 0.27840 -0 .0 1 5 0 7
石油 • 石炭製品• 電力生産額6 -0 .0 0 0 0 6 -0 .0 0 0 6 9 0.00063
二酸化炭素発生bc 0.00000 0.00015 一 0.00015
全部門生産額計 -0 .0 0 0 0 2 -0 .0 0 0 0 4 0.00002

b 焼却に伴う部分を除く。 

c 生産起源の発生のみ，消費起源は含まない。

資源化を行わないために生じる。生ごみからの有機肥料生産は，埋立処分の減量対策として極めて 

有効に機能しているのである。

次に，R D F についてのエ ネ ル ギ ー 的な有効性を検討する。エ ネ ル ギ ー 投入の尺度として，各シ 

十リオの下で誘発される石油• 石炭製品と電力の生産額合計を用いた。 F 市の焼却炉では助燃が行 

われていないので，投入べクトルにおけるエ ネ ル ギ ー 投入が焼却量に比例するとは考えにくい。従 

っ て，エ ネ ル ギ ー 必要量から焼却量の増加に比例する部分を除いた方が適当であると考えられるの 

で，表の数値は焼却に関する部分を除いている。エ ネ ル ギ ー 投入は再資源化を全く行わない [シナ 

リオ1 ] と0 • 0 0 6 %と僅かではあるが減少する。

しかし，R D F に限定すると [ シ ナ リ オ 2 ] エ ネ ル ギ ー 投入は0.07%減少する事から，R D F 事業 

が少なくともエ ネ ル ギ ー 的に有効であることがわかる。この意味で， F 市の R D F 化事業は廃棄物 

処理事業ではなくて生産事業である。この結果は，工学的な見地から廃棄物処理関連部門に限定し 

て R D F のエ ネ ル ギ ー 分析を行 っ た [9]の結果と整合的である。

5 . 結  語

財と廃棄物を巡る物質循環過程を描写する勘定体系（リサイクル産業連関表）とモデルを提示し 

た。 F 市のデータに対してこれを応用し，同市の廃棄物処理政策の有効性を埋立量とエネルギーの 

側面から評価し，その有効性を確認した。特に，R D F についてのエネルギー分析において，熱量 

ベースでの積み上げ計算に基づく研究[ 9 ]と整合的な結果を得る事が出来た。

今後の研究方向を示して本稿を結ぶ事にする。本稿のモデルは，時間の概念を含まない静学モデ 

ルである。従って，産廃に代表されるような生産に付随して発生する廃棄物の分析については有効
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であろうが，廃家電，廃車や建築廃材の如く，数年に及ぶ時間の経過を経て発生する廃棄物を十分 

に扱うことが出来ない。今後の研究の一つの大きな方向は，モデルに時間要素を導入し，時間を通 

じた財の廃棄物への変換過程を考慮する事である。

本稿では，専ら数量モデル • 数量勘定を扱った。通常の産業連関モデルでは，数量モデルの双対 

として価格モデルを導き， これを価格分析に用いることが出来る。 しかし，一般廃棄物の処理•処 

分が自治体予算で賄われているように，こと廃棄物処理費用に関しては，各部門間での費用分担に 

関わる制度的な側面が重要であり，この点を十分に考慮せずに，形式的に双対モデルを導いたり使 

用するべきではない。ちなみに，本稿のリサイクル産業連関モデルが表すのは量的な相互依存関係 

であって，処分費用の配分は考慮していない。 （32)における逆行列係数は各部門において必要 

な処理部門の活動量を表してはいるが，これは必ずしも分担する処理費用を表すものではない。こ 

れが実際に分担する処理費用に対応するのは，排出者が処理費用を全て分担する場合のみである。 

すなわち，「容器包装リサイクル法」や 「家電循環再利用法」等に代表される処理費用分担制度を 

勘定体系に反映して行く事が，価格モデルを作るために必要なのである。

本稿のシナリオ分析では，単純化のために，焼 却 •埋立部門が受け容れる廃棄物の組成が大きく 

変化した場合でも，これら部門の投入係数は変化しないと仮定した。これは強い仮定である。実際 

の所，容器包装リサイクルの進展如何によっては，焼却工場に搬入される廃棄物の低位発熱量が低 

下し炉の運転効率の妨げとなることが懸念されているのである。こうした事態に対してもモデルが 

対応出来るように，廃棄物組成が廃棄物処理部門の投入•排出係数に対して持つ効果を考慮して行 

く必要がある。

(早稲田大学政治経済学部教授）
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A 産業連関表への廃棄物. リサイクルの取り込み

A _ 1 L eontiei
廃棄物問題への産業連関表の応用に先鞭を付けたのはL eontief [ 2 0 ]である。L e o n tie fの関心 

は，1960年代後半から社会問題化してきた大気汚染の防除への応用にあった。大気汚染を広義の廃 

棄物の一つと見なせば，L e o n tie fモデルは先駆的な産業連関表への廃棄物の取り込みである。 

L e o n tie fモデルを表形式で表したのが表A _1である。

表 7 ：拡張産業連関表：Leontief

産業廃棄物処理 最終需要 生産(処理)量

産業 ŷ -oo ^.oz xof x0
廃棄物発生 Ww0 ~  X w f xz

本源的投入 A.yo -A.VZ xv

L e o n tie fモデルの特徴は次のようにまとめる事が出来よう。

1 . 廃棄物と廃棄物処理が1 体 1 対応する

2 . 廃棄物は処理によって「消失」す る ：残滓は発生しない

3 . 廃棄物再資源化を考慮していない（恥 。は非負）

4 . 最終需 要 （家計）は廃棄物を排出しない：A W は許容量を表す

1 番目の特徴は，このモデルが大気汚染物質とその除去部門を考慮するために作成された経緯に由 

来する。 2 番目の点は，物質収支の観点からは不満足である。仮に，適正処理を施した排ガスはそ 

の限りにおいて「大気汚染物質」では無くなったとしても，除去部門には必ずフィルタに捕獲され 

た煤塵の如き残滓が発生するはずである。第 3 点は，残滓が発生しないから考慮する必要がないわ 

けである。最後の点は，家計が自家輸送を通じて大気汚染に大いに貢献している事実を無視してい 

るごとくとられるかもしれないが，これは家計が自家輸送を購入していると設定すれば解決可能で 

ある。

それよりも重要なのが，X 时は大気汚染許容量を表すと言う点である。この点は，次に紹介す 

る D u c h inモデルにも共通するので重要である。表の第 3 行の恒等式は以下のようになっている。 

Wwo (廃棄物発生量）—x wf (受容廃棄物量） = x z (廃棄物除去量）
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A • 2 D uchin
表 8 は F aye Duchin [ 1 8 ]によるL e o n tie fモデルの拡張を表す。D u c h inモデルの特徴は以下の 

通りである。

1 . 廃棄物と廃棄物処理が1 体 1 対応

2 . 廃棄物処理によって残滓が発生

3 . 廃棄物再資源化を非明示的に考慮（I 。は純排出）

4 . 最 終 需 要 （家計）は廃棄物を排出しな い ：兄^は許容量

表 8 ：拡張産業連関表：Duchin

産業 廃棄物処理 最終需要 生産 (処理)量

産業

廃棄物発生

x 00
WW0

Xoz xof
—X w f

X 。

xz

本源的投入 xv

環境負荷因子 Weo Wez We

第 1 及び 4 点は L e o n tie fと同一である。 しかし，第 2 点及び第 3 点においては，L e o n tie fモデル 

を拡張している。第 3 点の廃棄物再資源化を明示的に考慮し，更に廃棄物と処理の非対称性と最終 

需要部門における廃棄物発生をも考慮して，出発点となったL e o n tie fモデルをその制約的な4 点 

について全て一般化したのが筆者の提案する「リサイクル産業連関モデル」なのである。

A . 3 その他の関連研究

A.3.1 N A M E A

「リサイクル産業連関表」は，いわゆる環境勘定の一つとして見なすことも出来る。環境勘定を 

巡って は 「緑の G D P」か ら 「物質産業連関表」 まで，多岐にわたった議論がなされており，その 

全貌を体系的に捉えるのは必ずしも容易ではない（[ 2 4 ]は環境勘定についての優れた展望である）。 

特に，環境負荷の金額評価を巡っては大きな基本的困難があるようである。環境勘定としてみたと 

き の r リサイクル産業連関表」の特徴は，廃棄物の量的流れに問題を限定することでこの面倒な金 

額評価問題を回避していることにある。この意味で，「リサイクル産業連関表」はオランダ統計局 

の研究グループが提唱しているN A M E A  [ 2 5 ]の概念に極めて近い。実際， リサイクル産業連関 

表は N A M E A で再資源化を明示的に表した物であると言うことが出来る。すなわち，環境勘定と 

しては「リサイクル産業連関表」は N A M E A に属するのである（この点をご指摘いただいた有吉範 

敏 氏 （熊本大学）に感謝する）。
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A. 3.2 二酸化炭素分析

産業連関表を用いた，化石燃料消費を中心とした人為起源の二酸化炭素発生分析に触れておく。 

二酸化炭素の固定と再資源化については技術的可能性が検討されているが，殆ど実用段階には至っ 

ていないようであるし，その是非を巡っても検討の余地が大きいようである [4]。従って，産業連 

関表を用いた研究はもっぱら二酸化炭素の排出に関わっている。勘定体系としては， リサイクル産 

業連関表の環境負荷因子として二酸化炭素を計上し，廃棄物発生と廃棄物再資源化をゼロとした物 

に対応する。海外の例としては， [ 2 5 ]や [ 2 3 ]等がある。本邦における代表的研究は，森ロ祐ー 

氏をはじめとする国立環境研究所グル一プ [ 5 ] によるものである。我が国の産業連関表の規模と 

精度が世界最高水準であることを反映して，国立環境研究所グループの研究は前出の海外研究事例 

とは桁違いの規模と精度を有している。ちなみに， [ 2 3 ] が47部門表，オランダ， ドイツ，英国な 

どの研究グループ [ 2 5 ]が20数部門表であるのに対して， [ 5 ] は407部門表である。

B デ一タ

B . l F 市産業連関表の推定

推定の基礎となったのは，1990年の地域内産業連関表（北海道/ 46部門）である。北海道の競争移 

入型投入係数表をもって， F 市の競争移入型投入係数表A とした。家計消費と一般政府消費支出 

および地域内固定資本形成から構成される最終需要を，道に対するF 市の人口比で乗じてF 市最終 

需要 F とした。 F 市部門別生産額X については， F 市統計表に売り上げ額が公表されている物に 

ついてはその値を用いた。それ以外の物については，就業構造基本調査（地域別/ 産業別）や F 市統 

計表から得た就業者数を元に，就業者当たり生産性が道とF 市で等しいと仮定して推定した。廃棄 

物処理部門を別個計上するために，域内産業連関表に元々計上されている水 道 •廃棄物処理部門に 

ついては， 2 重計算を避けるために廃棄物処理部門の生産額を差し引いた。次に，X ，F ,  E  (移 

出）， M  (移入）についての以下の恒等式から純移出 ( E - M ) を推定した。

( I - A ) X  =  F  + ( E - M )
純移出が正の場合は似= 0 ，負の場合はE  =  0 とした。こうして推定した似を用いて，通常の変 

換により F 市内投入係数表（/ - M )  A および F 市内で生産された財 . 用役に対する最終需要（/  
—M)  F  + E を求めた。

B . 2 廃棄物関連データ

家計からの廃棄物排出を最終需要からの排出とした。事業系一般廃棄物については部門別の排出 

量が不明なので，部門別の食料品投入シェアで生ごみ排出量を，パルプ • 紙 . 加工品，新 聞 . 印刷， 

プラスチック製品の投入シヱアでR D F ごみと可燃ごみ排出量をそれぞれ推定した。有機肥料，
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表 9 ： F 市リサイクル産業連関表部門分類

1 農業 2 6 その他の輸送機械

2 林業 2 7 精密機械

3 漁業 2 8 その他の製造業

4 鉱業 2 9 建築•建設補修

5 食料品•たばこ 3 0 公共事業

6 繊維製品 3 1 その他の土木建設

7 木材•木製品 3 2 電力

8 家具•装備品 3 3 ガス•熱供給業

9 ノヾ ルプ_紙 .加工品 3 4 水道

1 0 新聞 • 印刷.出版 3 5 商業

1 1 化学工業製品 3 6 金融•保険

1 2 石油•石炭製品 3 7 不動産

1 3 プラスチック製品 3 8 運輸

1 4 ゴム製品 3 9 通信•放送

1 5 皮革•同製品 4 0 公務

1 6 窯業 • 土石製品 4 1 教育•研究

1 7 鉄鋼製品 4 2 医療 • 保険•社会保証

1 8 非鉄金属製品 4 3 その他の公共サービス

1 9 金属製品 4 4 対事業所サービス

2 0 一般機械 4 5 対個人サービス

2 1 事務用 . サ ー ビ ス 用機械 4 6 分類不明•その他

2 2 民生用電気機械 4 7 有機肥料

2 3 電子機械 48 RDF
2 4 その他の電子機械 4 9 焼却

2 5 自動車 5 0 埋立

R D F 生産，焼却，埋立各部門の投入係数は， F 市リサイクルセンターにおける聞き取り結果から 

求めた。表 9 は，部門分類を示す。
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